
 

 

 (様式第１号) 

五泉市マイホーム等建築支援事業支援金交付申請兼実績報告書 

 

令和  年  月  日 

 

 五泉市長     様 

 

申請者 住 所            

氏 名            

電 話            

 

 五泉市マイホーム等建築支援事業支援金について、五泉市マイホーム等建築支援事業

支援金交付規程第６条第１項の規定により、下記のとおり関係書類を添えて交付くださ

るよう申請します。また、併せて実績を報告します。 

記 

１ 支援金交付申請額   金            円 

 

２ 事業完了年月日     令和  年  月  日 

 

  ３ 事業計画兼実績    別記の通り 

 

  ４ 添付書類           

（1）金銭消費貸借契約書の写し 

（2）建築確認済証の写し（建築確認を要しない建築物にあっては、建築の確認が

できる書面）及び図面 

（3）建築完了検査済証の写し（建築確認を要しない建築物にあっては、完了を証 

する引渡書の写し） 

（4）建築請負契約書の写し（購入の場合は売買契約書の写し。元請業者が市 

外の場合は住宅建設工事施工証明書） 

（5）見積書の写し（総括表） 

（6）その他市長が必要と認める書類 

五泉市産材を使用する場合は、（7）から（10）の書類を併せて提出する。 

（7）製材事業者の製品納品証明書 

（8）五泉市産材産地証明書の写し 

（9）製材された五泉市産材の写真、使用を確認できる写真  

（10）施工代金領収証の写し 

（11）その他市長が必要と認める書類 

〒 

記 入 例 

次頁の「支援金」欄に記入した金額を記入。 

次頁の「完成」欄に記入した日付を記入。 

領収書が複数ある場合、全て添付してくださ

い。なお、口座振替払のために領収書を発行し

ていない場合は支払いの事実が確認できる書

類（振込受付書等）を添付してください。 

 



 

 

（別記） 
                                    
３ 事業計画兼実績 

事 
 
 

業 
 
 

概 
 
 

要 

工 事 種 別 □新築  □改築  □増築  □新築住宅の購入 

住宅建設理由 １ 老朽化  ２ 結婚  ３ その他（       ） 

床 面 積 住宅部分  ㎡ 非住宅部分    ㎡ 住宅割合       ％ 

資 
 

金 
 

計 
 

画 

Ａ 住宅借入金                円 

Ｂ その他（自己資金等）                円 

Ｃ 建設費（取得費）                円 

Ａ 住宅借入金の内容 

金融機関
名 

① ② 

借入実行
日 

 令和  年  月  日   令和  年  月  日 

償還期間            年 
            年 

借 入 額            円             円 

市内建築業者
の施工割合 

％ 
住宅専用部分の
工事費   Ｄ 

           円 

五泉市産材の
使用状況 

□

有 

□

無 

区 分 材積（㎥） 
購入金額 
（補助対象事業費） 

    

工 期 着 手  年  月  日 完 成     年  月  日 

住宅取得に要した費用 （ Ｄ ） 円 

支援金 
（Ｅ）＋（Ｆ） 

 

 

      円 

増築（Ｅ） 
＊100,000円＋( (Ｄ－1,000,000)×1％ )≦150,000円 
 (1,000円未満切捨て) 

円 

新築・改築 
  （Ｅ） 

＊100,000円＋( (Ｄ－1,000,000)×1％ )≦200,000円 
 (1,000円未満切捨て) 
                         
                         円 

市産材  
  （Ｆ） 

＊購入金額が300,000円を超える場合、一律100,000円 
円 

本人同意事項 私は、五泉市マイホーム等建設支援事業支援金交付に必要な事項とし

て、「市税納税状況」「所得状況」「住民登録」及び必要に応じて行う現

地調査等について、当該事業の所管職員が確認する事について同意しま

す。 

              氏 名             

 

 

(注) １ 該当する項目を○で囲む。 

２ 住宅購入の場合は、工期の着手年月日欄は不要。  

３ 支援金の額は、＊の計算式により算定すること。  

   ４ 「五泉市産材の使用状況」欄は、製品納材証明書から転記して記載 

すること 

Ｃ 建設費は見積書、建築請負

契約書に記載の総額を記入。 

なお、A+B≧C となっている

こと。 

外構、車庫、倉庫等の非住宅

部分に係る工事費（税込）を

総額から除いた金額を記入。 

上段の「住宅専用部分の工事費 

Ｄ」欄と同額を記入。 

建築完了検査済証または住宅

の取得を証する引渡書に記載

された日付を記入。 

 

計算の結果、補助上限額を

超える場合は、補助上限額

を記入。 


